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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第64期

第１四半期
連結累計期間

第65期
第１四半期
連結累計期間

第64期

会計期間
自　平成28年４月１日
至　平成28年６月30日

自　平成29年４月１日
至　平成29年６月30日

自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日

売上高 （百万円） 18,857 22,303 80,605

経常利益 （百万円） 898 594 2,967

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益
（百万円） 462 244 1,241

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 414 7 2,350

純資産額 （百万円） 29,737 30,952 31,219

総資産額 （百万円） 69,829 88,475 89,869

１株当たり四半期（当期）

純利益金額
（円） 12.86 6.80 34.52

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 42.5 35.1 34.8

　（注）１　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

　     ２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

　　　　３　「潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額」については、潜在株式が存在しないため記載して

おりません。

 

 

２【事業の内容】

当社グループは、当社と連結子会社33社及び非連結子会社３社、持分法適用関連会社２社、持分法非適用関連

会社２社により構成されており、和風即席食品及び洋風・中華風即席食品の製造販売、フリーズドライ食品・パ

ン製品の製造販売、菓子・テイクアウト寿司の製造販売並びに関連商品の販売を主たる業務としております。

当第１四半期連結累計期間における、各報告セグメントに係る主な事業内容の変更と主要な関係会社の異動

は、概ね次のとおりであります。

 

（中食その他事業）

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、Jin's Dining U.S.A.

の全株式を取得し、連結子会社としたことにより１社増加しております。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1)業績の状況

当第１四半期連結累計期間におけるわが国の経済は、企業収益の向上による雇用環境に改善が見られ、緩やかな

回復基調で推移いたしました。しかしながら、英国のEU離脱問題、米国の新政権による政策動向やアジア新興国の

景気減速懸念など、世界経済における不確実性の高まりにより、引き続き不透明な状況が続いております。

このような経営環境の下、当社グループは、「企業戦略の充実」と「新価値提案力の更なるアップ」を経営課題

として企業活動を行ってまいりました結果、当第１四半期連結累計期間の業績は、売上高223億３百万円（前年同

期比18.3％増）となりました。利益面につきましては、Chaucer Group子会社化後の一時的な管理費用等が発生し

たことにより、営業利益５億88百万円（同33.2％減）、経常利益５億94百万円（同33.9％減）、親会社株主に帰属

する四半期純利益２億44百万円（同47.2％減）となりました。

以下、セグメントの状況は次のとおりであります。

①国内食料品事業

永谷園では、５月17日の「お茶漬けの日」に合わせ、プロ野球公式戦での「お茶漬けの日スペシャルマッチ」

企画や量販店での店頭におけるサンプリング企画等を実施いたしました。また、全商品を対象とした「遠藤関化

粧廻しバスタオル」プレゼントキャンペーンを実施し、売上の拡大に取り組んでまいりました。

新商品では、海鮮の旨みがきいた「ちゃんぽん春雨炒め」や、冷たい水をかけて食べる「冷やし塩すだち茶づ

け」が平成29年３月の発売以降も好調に推移し、売上に貢献いたしました。

藤原製麺では、乾麺などのOEM商品が好調に推移し、売上が伸長いたしました。また、即席袋麺の新商品とし

て、「煮干しのちからラーメン しょうゆ味」と「かにのちからラーメン みそ味」を永谷園と共同開発し、発売

いたしました。

以上の結果、国内食料品事業の売上高は159億90百万円（前年同期比0.4％増）となりました。

②海外食料品事業

Chaucer Groupでは、顧客ニーズに合わせたフリーズドライ製品の研究開発と品質向上に取り組んでまいりま

した。また、米国ポートランド工場において、今後の需要増加に対応するための施策として、フリーズドライの

設備増強を進めてまいりました。

以上の結果、海外食料品事業の売上高は33億42百万円となりました。

③中食その他事業

麦の穂グループでは、「ビアードパパ」において、「クッキー＆クリームシュー（３月）」「ミルクバニラ

シュークリーム（４月）」「抹茶シュー（５月）」等の月替り限定シュークリームを投入したことに加え、プレ

ミアムフライデーや母の日に合わせた特別セットを販売したことが売上に貢献いたしました。また、新業態で

は、新食感のシュークリーム専門店「CHOUXCREAM CHOUXCRI（シュクリムシュクリ）」の新規店舗として平成29

年３月に「小田急エース店」、平成29年４月に「ホワイティうめだ店」、「二子玉川東急フードショー店」を

オープンいたしました。

以上の結果、中食その他事業の売上高は29億71百万円（前年同期比1.5％増）となりました。

 

(2)経営方針・経営戦略等

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあ

りません。
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(3)事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等（会

社法施行規則第118条第３号に掲げる事項）は次のとおりであります。

1）当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針

当社は、金融商品取引所に株式を上場している者として、市場における当社株式の自由な取引を尊重し、特定

の者による当社株式の大規模買付行為であっても、当社グループの企業価値ひいては株主共同の利益の確保・向

上に資するものである限り、これを一概に否定するものではありません。また、最終的には株式の大規模買付提

案に応じるかどうかは株主の皆様の決定に委ねられるべきだと考えております。

ただし、株式の大規模買付提案の中には、たとえばステークホルダーとの良好な関係を保ち続けることができ

ない可能性があるなど、当社グループの企業価値ひいては株主共同の利益を損なうおそれのあるものや、当社グ

ループの価値を十分に反映しているとは言えないもの、あるいは株主の皆様が最終的な決定をされるために必要

な情報が十分に提供されないものもありえます。

そのような提案に対して、当社取締役会は、株主の皆様から負託された者の責務として、株主の皆様のため

に、必要な時間や情報の確保、株式の大規模買付提案者との交渉などを行う必要があると考えております。

2）基本方針の実現に資する取組みについて

創業以来、当社グループは創意と工夫で他にはない優れた価値を持つ商品やサービスをお客様にお届けしよう

と努力してまいりました。その結果、今日の「永谷園ブランド」を確立することができました。そして、「永谷

園ブランド」を支持してくださるお客様の期待に応えるためにも、当社グループは、グループ全体の持続的な成

長と企業価値向上に努めてまいります。

これらの課題を着実に実行することで、様々なステークホルダーとの良好な関係を維持・発展させ、当社グ

ループの企業価値、ひいては株主共同の利益の向上に資することができると考えております。

3）当社株式等の大規模買付行為に関する対応策（以下「本プラン」といいます）の内容（基本方針に照らして不

適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するための取組み）

本プランの概要につきましては、以下のとおりです。なお、本プランの詳細につきましては、当社ホームペー

ジに掲載されている平成29年５月12日付「当社株式等の大規模買付行為に関する対応策（買収防衛策）の継続に

ついて」をご参照ください。

(当社ホームページ：http://www.nagatanien-hd.co.jp/ir/library_brief_note.html)

(1) 本プランに係る手続き

① 対象となる大規模買付等

本プランは当社株式等の買付け又はこれに類似する行為（ただし、当社取締役会が承認したものを除きます。

係る行為を、以下「大規模買付等」といいます）がなされる場合を適用対象といたします。大規模買付等を行

い、又は行おうとする者（以下「買付者等」といいます）は、予め本プランに定められる手続きに従わなければ

ならないものといたします。

② 「意向表明書」の当社への事前提出

買付者等におきましては、大規模買付等の実行に先立ち、当社取締役会に対して、当該買付者等が大規模買付

等に際して本プランに定める手続きを遵守する旨の誓約文言等を記載した書面（以下「意向表明書」といいま

す）を当社の定める書式により日本語で提出していただきます。
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③ 「本必要情報」の提供

上記②の「意向表明書」をご提出いただいた場合には、買付者等におきましては、当社に対して、大規模買付

等に対する株主の皆様のご判断のために必要かつ十分な情報（以下「本必要情報」といいます）を日本語で提供

していただきます。

ただし、買付者等からの情報提供の迅速化と、当社取締役会で延々と情報提供を求めて情報提供期間を引き延

ばす等の恣意的な運用を避ける観点から、この情報提供期間の上限を「意向表明書」受領から最大で60日間に限

定し、仮に本必要情報が十分に揃わない場合であっても、情報提供期間が満了した時は、その時点で直ちに取締

役会評価期間（④にて後述いたします）を設定するものといたします（ただし、買付者等から、合理的な理由に

基づく延長要請があった場合には、必要に応じて情報提供期間を延長することがあります）。

また、当社取締役会は、買付者等による本必要情報の提供が十分になされたと認めた場合には、その旨を買付

者等に通知（以下「情報提供完了通知」といいます）するとともに、速やかにその旨を開示いたします。

④ 取締役会評価期間の設定等

当社取締役会は、情報提供完了通知を行った後又は情報提供期間満了後、その翌日を開始日として、大規模買

付等の評価の難易度等に応じて、当社取締役会による評価、検討、交渉、意見形成及び代替案立案のための期間

（以下「取締役会評価期間」といいます）として設定し、開示いたします。

当社取締役会は、取締役会評価期間内において、必要に応じて適宜外部専門家等の助言を得ながら、買付者等

から提供された本必要情報を十分に評価・検討し、当社の企業価値・株主共同の利益の確保・向上の観点から、

買付者等による大規模買付等の内容の検討等を行うものといたします。当社取締役会は、これらの検討等を通じ

て、大規模買付等に関する当社取締役会としての意見を慎重にとりまとめ、買付者等に通知するとともに、適時

かつ適切に株主の皆様に開示いたします。また、必要に応じて、買付者等との間で大規模買付等に関する条件・

方法について交渉し、さらに、当社取締役会として、株主の皆様に代替案を提示することもあります。

⑤ 対抗措置の発動に関する独立委員会の勧告

独立委員会は、取締役会評価期間内に、上記④の当社取締役会による評価、検討、交渉、意見形成及び代替案

立案と並行して、当社取締役会に対して対抗措置の発動の是非に関する勧告を行うものといたします。

ただし、本プランに規定する手続きが遵守されている場合であっても、当該買付け等が当社の企業価値・株主

共同の利益を著しく損なうものであると判断される場合は、本対応の例外的措置として、対抗措置の発動を勧告

することがあります。

⑥ 取締役会の決議

当社取締役会は、上記⑤に定める独立委員会の勧告を最大限尊重するものとし、係る勧告を踏まえて当社の企

業価値・株主共同の利益の確保・向上という観点から速やかに、相当と認められる対抗措置の発動又は不発動の

決議を行うものといたします。

当社取締役会は、上記の決議を行った場合には、その内容が対抗措置の発動であるか不発動であるかを問わ

ず、当該決議の概要その他当社取締役会が適切と判断する事項について、速やかに情報開示いたします。

⑦ 対抗措置の中止又は発動の停止

当社取締役会が上記⑥の手続きに従い対抗措置の発動を決議した後又は発動後においても、(ⅰ)買付者等が大

規模買付等を中止した場合又は(ⅱ)対抗措置を発動するか否かの判断の前提となった事実関係等に変動が生じ、

かつ、当社の企業価値・株主共同の利益の確保・向上という観点から発動した対抗措置を維持することが相当で

ないと考えられる状況に至った場合には、当社取締役会は、独立委員会の勧告に基づき、又は勧告の有無若しく

は勧告の内容にかかわらず、対抗措置の中止又は発動の停止の決議を行うものといたします。

当社取締役会は、上記決議を行った場合、当該決議の概要その他当社取締役会が適切と判断する事項につい

て、速やかに情報開示いたします。

⑧ 大規模買付等の開始

買付者等は、上記①から⑥に規定する手続きを遵守するものとし、当社取締役会において対抗措置の不発動の

決議がなされるまでは大規模買付等を開始することはできないものといたします。

(2) 本プランにおける対抗措置の具体的内容

当社取締役会が上記(1)⑥に記載の決議に基づき発動する対抗措置としては、新株予約権の無償割当てを行う

ことといたします。
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(3) 本プランの有効期間、廃止及び変更

本プランの有効期間は、平成32年６月開催予定の定時株主総会終結の時までであります。

ただし、係る有効期間の満了前であっても、当社の株主総会において本プランの廃止又は変更の決議がなされ

た場合には、本プランは当該決議に従い、その時点で廃止又は変更されるものといたします。また、当社の株主

総会で選任された取締役で構成される取締役会により本プランの廃止の決議がなされた場合には、本プランはそ

の時点で廃止されるものといたします。

なお、当社取締役会は、会社法、金融商品取引法、その他の法令若しくは金融商品取引所規則の変更又はこれ

らの解釈・運用の変更、又は税制、裁判例等の変更により合理的に必要と認められる範囲で独立委員会の承認を

得たうえで、本プランを修正し、又は変更する場合があります。

当社は、本プランが廃止又は変更された場合には、当該廃止又は変更の事実及び（変更の場合には）変更内容

その他当社取締役会が適切と認める事項について、速やかに情報開示いたします。

4）本プランの合理性

(1) 買収防衛策に関する指針の要件を全て充足していること

本プランは、経済産業省及び法務省が平成17年５月27日に発表した「企業価値・株主共同の利益の確保又は向

上のための買収防衛策に関する指針」の定める三原則（企業価値・株主共同の利益の確保・向上の原則、事前開

示・株主意思の原則、必要性・相当性確保の原則）を全て充足しており、かつ、企業価値研究会が平成20年６月

30日に発表した「近時の諸環境の変化を踏まえた買収防衛策の在り方」の内容にも準じております。

(2) 当社の企業価値・株主共同の利益の確保・向上の目的をもって継続されていること

本プランは、当社株式等に対する大規模買付等がなされた際に、当該大規模買付等に応じるべきか否かを株主

の皆様がご判断し、あるいは当社取締役会が代替案を提示するために必要な情報や期間を確保し、株主の皆様の

ために買付者等と交渉を行うこと等を可能とすることにより、当社の企業価値・株主共同の利益を確保し、向上

させるという目的をもって継続されております。

(3) 株主意思を重視するものであること

当社は、本プランを平成29年６月29日開催の当社第64回定時株主総会において、株主の皆様のご承認をもって

継続いたしましたが、上記 3）(3)に記載のとおり、ご承認いただいた後も、その後の当社株主総会において本

プランの廃止又は変更の決議がなされた場合には、本プランも当該決議に従い廃止又は変更されることになりま

す。従いまして、本プランの継続及び廃止には、株主の皆様のご意思が十分反映される仕組みとなっておりま

す。

(4) 独立性の高い社外者の判断の重視と情報開示

当社は、当社取締役会の恣意的判断を排除するため、対抗措置の発動等を含む本プランの運用に関する決議及

び勧告を客観的に行う当社取締役会の諮問機関として独立委員会を設置いたします。

独立委員会は、当社の業務執行を行う経営陣から独立している、当社社外取締役、社外監査役又は社外の有識

者（実績のある会社経営者、官庁出身者、弁護士、公認会計士、学識経験者又はこれらに準じる者）から選任さ

れる委員３名以上により構成されます。

また、当社は、必要に応じ独立委員会の判断の概要について株主の皆様に情報開示を行うこととし、当社の企

業価値・株主共同の利益に資するよう本プランの透明な運営が行われる仕組みを確保しております。

(5) 合理的な客観的発動要件の設定

本プランは、上記 3）(1)に記載のとおり、合理的かつ客観的な発動要件が充足されなければ発動されないよ

うに設定されており、当社取締役会による恣意的な発動を防止するための仕組みを確保しております。

(6) デッドハンド型若しくはスローハンド型買収防衛策ではないこと

本プランは、上記 3）(3)に記載のとおり、当社の株主総会で選任された取締役で構成される取締役会によ

り、いつでも廃止することができるものとされております。従って、本プランは、デッドハンド型買収防衛策

（取締役会の構成員の過半数を交代させても、なお発動を阻止できない買収防衛策）ではありません。

また、当社取締役の任期は1年であり、本プランはスローハンド型買収防衛策（取締役会の構成を一度に変更

することができないため、その発動を阻止するのに時間を要する買収防衛策）でもありません。

(4)研究開発活動

　当第１四半期連結累計期間における研究開発費の総額は、１億42百万円であります。

　なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

(5)生産、受注及び販売の実績

　当第１四半期連結累計期間において、海外食料品事業の生産及び販売実績が著しく増加しました。これは、前連

結会計年度にBroomco (3554) Limitedを含む14社を連結子会社化し、当第１四半期連結累計期間より生産及び販売

実績を計上したためであります。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1)【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 116,000,000

計 116,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）

（平成29年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成29年８月10日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 38,277,406 38,277,406
東京証券取引所

（市場第一部）

単元株式数

1,000株

計 38,277,406 38,277,406 － －

 

(2)【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3)【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4)【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

(5)【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

自平成29年４月１日

至平成29年６月30日
－ 38,277 － 3,502 － 6,409

 

(6)【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7)【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成29年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

①【発行済株式】

平成29年６月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 　普通株式 2,332,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 35,630,000             35,630 －

単元未満株式 普通株式   315,406 － －

発行済株式総数           38,277,406 － －

総株主の議決権 －             35,630 －

 

②【自己株式等】

平成29年６月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

（自己保有株式）

株式会社永谷園

ホールディングス

東京都港区西新橋

二丁目36番１号
2,332,000 － 2,332,000 6.09

計 － 2,332,000 － 2,332,000 6.09

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成29年４月１日から平

成29年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成29年４月１日から平成29年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

(1)【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(平成29年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成29年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 7,734 7,736

受取手形及び売掛金 14,882 13,742

商品及び製品 4,697 4,853

仕掛品 1,336 1,371

原材料及び貯蔵品 5,666 5,504

その他 2,725 2,342

貸倒引当金 △49 △40

流動資産合計 36,994 35,509

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 18,006 18,040

減価償却累計額 △11,226 △11,290

建物及び構築物（純額） 6,779 6,750

機械装置及び運搬具 22,284 22,283

減価償却累計額 △15,505 △15,500

機械装置及び運搬具（純額） 6,779 6,782

土地 11,337 11,269

リース資産 2,497 2,406

減価償却累計額 △1,166 △1,135

リース資産（純額） 1,331 1,271

建設仮勘定 103 122

その他 2,381 2,465

減価償却累計額 △1,878 △1,902

その他（純額） 502 563

有形固定資産合計 26,833 26,759

無形固定資産   

のれん 12,625 12,398

その他 178 191

無形固定資産合計 12,804 12,589

投資その他の資産   

投資有価証券 11,132 11,360

その他 2,204 2,352

貸倒引当金 △99 △95

投資その他の資産合計 13,237 13,617

固定資産合計 52,875 52,966

資産合計 89,869 88,475

 

EDINET提出書類

株式会社永谷園ホールディングス(E00469)

四半期報告書

10/20



 

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(平成29年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成29年６月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 9,020 8,881

短期借入金 16,015 7,456

未払法人税等 1,075 506

賞与引当金 617 477

資産除去債務 3 1

その他 9,239 7,735

流動負債合計 35,972 25,058

固定負債   

社債 10,000 10,000

長期借入金 8,683 18,427

役員退職慰労引当金 47 53

退職給付に係る負債 500 475

資産除去債務 236 242

その他 3,209 3,265

固定負債合計 22,677 32,464

負債合計 58,650 57,523

純資産の部   

株主資本   

資本金 3,502 3,502

資本剰余金 6,331 6,331

利益剰余金 24,388 24,354

自己株式 △2,082 △2,084

株主資本合計 32,140 32,104

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 2,146 2,378

繰延ヘッジ損益 △99 －

土地再評価差額金 △3,429 △3,429

為替換算調整勘定 593 32

退職給付に係る調整累計額 △61 △48

その他の包括利益累計額合計 △849 △1,066

非支配株主持分 △71 △85

純資産合計 31,219 30,952

負債純資産合計 89,869 88,475

 

EDINET提出書類

株式会社永谷園ホールディングス(E00469)

四半期報告書

11/20



(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年６月30日)

売上高 18,857 22,303

売上原価 10,145 12,901

売上総利益 8,712 9,402

販売費及び一般管理費   

販売促進費 2,873 2,910

賞与引当金繰入額 118 144

退職給付費用 63 70

その他 4,777 5,687

販売費及び一般管理費合計 7,832 8,813

営業利益 880 588

営業外収益   

受取利息 1 1

受取配当金 59 89

持分法による投資利益 25 9

不動産賃貸料 30 30

その他 32 34

営業外収益合計 148 164

営業外費用   

支払利息 43 67

為替差損 49 37

その他 37 53

営業外費用合計 130 158

経常利益 898 594

特別利益   

補助金収入 － 23

特別利益合計 － 23

特別損失   

減損損失 2 1

店舗閉鎖損失 4 9

特別損失合計 6 11

税金等調整前四半期純利益 891 607

法人税等 430 384

四半期純利益 460 223

非支配株主に帰属する四半期純損失（△） △2 △21

親会社株主に帰属する四半期純利益 462 244
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年６月30日)

四半期純利益 460 223

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 70 232

繰延ヘッジ損益 － 99

為替換算調整勘定 △51 △450

退職給付に係る調整額 12 12

持分法適用会社に対する持分相当額 △78 △110

その他の包括利益合計 △45 △216

四半期包括利益 414 7

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 415 27

非支配株主に係る四半期包括利益 △0 △20
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

（連結の範囲の重要な変更）

　当第１四半期連結会計期間より、Jin's Dining U.S.A.の全株式を取得したため、連結の範囲に含めており

ます。

　なお、支配獲得日を当第１四半期連結会計期間末とみなしているため、貸借対照表のみを連結しておりま

す。

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

　（税金費用の計算）

　税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会

計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１

四半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却

額は、次のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年６月30日）

減価償却費 478百万円 586百万円

のれんの償却額 89 197

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自平成28年４月１日　至平成28年６月30日）

配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

 １株当たり
 配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月29日

定時株主総会
 普通株式 278 7.75 平成28年３月31日 平成28年６月30日  利益剰余金

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自平成29年４月１日　至平成29年６月30日）

配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

 １株当たり
 配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年６月29日

定時株主総会
 普通株式 278 7.75 平成29年３月31日 平成29年６月30日  利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自平成28年４月１日　至平成28年６月30日）

　１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：百万円）

 報告セグメント
合計

調整額
（注）１

四半期連結

損益計算書

計上額

（注）２ 
国内食料品

事業

海外食料品

事業

中食その他

事業

売上高       

外部顧客への売上高 15,929 － 2,927 18,857 － 18,857

セグメント間の内部売上高又は

振替高
43 － 3 47 △47 －

計 15,972 － 2,931 18,904 △47 18,857

セグメント利益 835 － 66 902 △21 880

（注）１　セグメント利益の調整額△21百万円には、各報告セグメントに配分していない全社費用△22百万

円、セグメント間取引消去0百万円が含まれております。全社費用は、主に持株会社である当社

において発生するグループ管理費用であります。

２　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

　２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　　(固定資産に係る重要な減損損失)

　　 該当事項はありません。

 

　　(のれんの金額の重要な変動)

　　 該当事項はありません。

 

　　(重要な負ののれんの発生益)

　　 該当事項はありません。
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Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自平成29年４月１日　至平成29年６月30日）

　１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：百万円）

 報告セグメント
合計

調整額
（注）１

四半期連結

損益計算書

計上額

（注）２ 
国内食料品

事業

海外食料品

事業

中食その他

事業

売上高       

外部顧客への売上高 15,990 3,342 2,971 22,303 － 22,303

セグメント間の内部売上高又は

振替高
32 － 13 46 △46 －

計 16,022 3,342 2,984 22,350 △46 22,303

セグメント利益又はセグメント

損失（△）
822 △40 7 790 △201 588

（注）１　セグメント利益又はセグメント損失の調整額△201百万円には、各報告セグメントに配分してい

ない全社費用△202百万円、セグメント間取引消去0百万円が含まれております。全社費用は、主

に持株会社である当社において発生するグループ管理費用であります。

２　セグメント利益又はセグメント損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っておりま

す。

 

　２．報告セグメントの変更等に関する事項

前第３四半期連結会計期間より、Broomco (3554) Limitedを含む14社を連結子会社としたことに伴い、報

告セグメントを従来の「食料品事業」及び「中食その他事業」の２区分から、「国内食料品事業」、「海外

食料品事業」及び「中食その他事業」の３区分に変更しております。また、報告セグメントの利益の算定方

法について、従来「食料品事業」に区分しておりました当社(持株会社)に係る全社費用を各報告セグメント

に配分しない方法に変更しております。

なお、前第１四半期連結累計期間のセグメント情報は、変更後の報告セグメントの区分に基づき作成した

ものを開示しております。

 

　３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　　(固定資産に係る重要な減損損失)

　　 該当事項はありません。

 

　　(のれんの金額の重要な変動)

　　 該当事項はありません。

 

　　(重要な負ののれんの発生益)

　　 該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年６月30日）

　１株当たり四半期純利益金額 12円86銭 ６円80銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額

（百万円）
462 244

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期

純利益金額（百万円）
462 244

普通株式の期中平均株式数（千株） 35,952 35,943

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成29年８月９日

株式会社永谷園ホールディングス

取締役会　御中

 

新日本有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 佐野　　康一　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 馬野　隆一郎　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社永谷園

ホールディングスの平成２９年４月１日から平成３０年３月３１日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成

２９年４月１日から平成２９年６月３０日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成２９年４月１日から平成２９年６月

３０日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利

益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社永谷園ホールディングス及び連結子会社の平成２９年６月３

０日現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる

事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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